
駐車場の附置義務を一部緩和しました

～「宇都宮市建築物における駐車施設の附置及び管理に関する条例」の改正～

令和５年４月発行

宇都宮市

本市では「都心部まちづくりビジョン」を令和４年２月に策定し，都心部において街路空間
を多様な交通が移動する空間と人が滞在・活動する空間などに，かしこく使い分け，『人中心
のウォーカブルな空間の形成』に向け，街なかへの過度な自動車の流入抑制や，街なかのに
ぎわい・魅力の向上につながる民有地の有効活用を促進するため，駐車場の量や配置の適正
化の取組を進めています。

これら，まちづくり施策の一環として， 「宇都宮市建築物における駐車施設の附置及び管理
に関する条例」を改正し，附置基準等の一部を緩和しました。

条例改正の目的

都市計画法に定める「商業地域、近隣商業地域」において，一定規模以上の建築物の新築，
増築，用途の変更をする場合に，その建築物に備える駐車場（附置義務駐車場）の設置基準等
を定めた条例です。

本条例では，原則として敷地内または，建築物内に駐車場を設置することとしていますが，
敷地外で附置義務駐車場を設置（隔地）する場合の基準も定めています。

「宇都宮市建築物における駐車施設の附置及び管理に関する条例」とは・・・

附置義務駐車場の設置イメージ
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対象区域 用 途 改正前 改正後

商業地域又は近隣地域
特定用途 １５０㎡／台 変更なし

非特定用途 ４５０㎡／台 変更なし

都心環状線区域
特定用途 １５０㎡／台 ３００㎡／台

非特定用途 ４５０㎡／台 変更なし

ア 特定用途における附置義務台数の緩和（対象：特定用途）
多くの来街者が利用する都心環状線区域内の特定用途（店舗，事務所など）にお

いて，附置義務台数の算定基準を見直し，附置義務台数を緩和します。

１．附置基準の見直しについて

本市では，都市計画法に定める「商業地域又は近隣商業地域」を対象の区域とし，一定規

模以上の建築物に対して駐車場の附置を求めています。この度，都市の骨格となる都心環状
線（県庁前通り，いちょう通りなど）の周辺へ，敷地外での附置義務駐車場（隔地）を誘導
するため，「都心環状線区域」を新たに設定し，この区域内で駐車場の附置基準等を緩和，
及び見直しました。

２．見直しの内容

(1) 附置義務台数の緩和（令和５年４月１日施行）

表 算定基準の見直し内容

なお，今回の緩和や見直しについては，建築物の用途（特定用途，非特定用途）に
よって，内容が異なりますのでご注意ください。建築物の用途の分類については以下の
とおりです。

都心環状線区域
（附置義務を緩和する区域） ：
⇒ 区域内の建築敷地が対象

大通りや中心商店街など，
賑わいや滞在，回遊性を
高めていくエリア ：
（隔地駐車場を設置することが
できないエリア）

隔地駐車場を
誘導していくエリア ：
（敷地外での附置義務駐車場
の設置を推奨するエリア）

凡例

特定用途 ： 店舗，事務所，ホテル など

非特定用途 ： マンション，学校，学習塾 など

※ 特定用途，非特定用途の詳細な分類については市ホームページをご確認ください。

URL ： https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/kurashi/machi/kenchiku/shidou/1005896.html



イ 公共交通利用促進による附置義務台数の緩和
（対象：「特定用途」及び「非特定用途」）

公共交通の利用促進に資する取組を行う場合には，附置義務台数を更に減らすこと
ができる特例を設けました。

対象
用途

項目 改正前 改正後

特
定
用
途
及
び

非
特
定
用
途

距

離
敷地からおおむね２００ｍ以内 都心環状線区域内で隔地可能※

※ この特例を適用する場合は，公共交通機関利用促進措置等計画承認申請書の
提出と１年毎の報告書の提出による定期報告が必要です。

対象
用途

取組内容 緩和率

特
定
用
途
及
び
非
特
定
用
途

公共交通利用促進ＰＲ（パンフレットの配布など） [必須] ー

従業者のエコ通勤の実施 ５％

施設利用者の公共交通利用への割引サービス又は運賃補助 １０％

端末交通との結節機能整備 １０％

その他公共交通の利用促進に資する措置として事業者に提案を求めるもの ５％

取組の項目は自由に選択できます。（緩和率の上限は３０％）

(2) 敷地外での附置（隔地）の隔地距離の見直し（令和５年１０月１日施行）
（対象：「特定用途」及び「非特定用途」）

表 公共交通利用促進による附置義務台数の緩和の取組内容及び緩和率

自己の敷地内で設けることが基本の附置義務駐車場について，自動車で郊外から
アクセスしやすい都心環状線周辺に，隔地による附置義務駐車場の誘導を図るとと
もに，土地や建物を有効に活用したい方が柔軟に附置義務駐車場を確保できるよう，
隔地距離を見直しました。

表 隔地距離の見直し内容

※ 大通りや中心商店街など，賑わいや滞在，回遊性を高めていくエリアを除く



附置義務駐車場を設置する場合は，建築確認申請に先立って届出が必要です。

４．附置義務の届出について

３．新基準の適用について

令和５年１０月１日以降に新築，増築又は用途変更の工事に伴い届出をする場合
は新基準が適用されます。

なお，既に附置の届出をしているものについては，令和５年１０月１日以降に新
たに届出をすることで，新基準が適用できます。

⑵ 敷地外での附置（隔地）の隔地距離の見直し

届出フロー

⑴ 附置義務台数の緩和

令和５年４月１日以降に建築物の新築，増築又は用途の変更の工事に伴い届出を
する場合は新基準が適用されます。

なお，既に附置の届出をしているものについては，新たに届出をすることで，

新基準が適用できます。

【附置義務の緩和の内容についての問い合わせ】
宇都宮市 都市整備部 ＮＣＣ推進課 都心部まちづくり推進室
（宇都宮市旭１丁目１番５号 市庁舎１１階）

電話：０２８－６３２－２５６４ ＦＡＸ：０２８－６３２－５４２１
【届出・事前協議窓口】

宇都宮市 都市整備部 建築指導課（宇都宮市旭１丁目１番５号 市庁舎１１階）
電話：０２８－６３２－２５７５ ＦＡＸ：０２８－６３２－５４２１
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※１ 別途必要書類
・ 敷地外での附置（隔地）

⇒ 隔地駐車施設設置（変更）承認申請書
・ 公共交通利用促進による附置義務台数の緩和

⇒ ・ 公共交通機関利用促進措置等計画承認（変更）申請書
・ 公共交通機関利用促進措置等に関する計画書

なお，
・ 敷地外での附置（隔地）
・ 公共交通利用促進に
よる附置義務台数の
緩和

を受ける場合は，
別途必要書類を提出
（※１）



参考事例１ : 敷地内で附置義務駐⾞場を確保している場合
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既存のコイン
パーキングなど
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敷地から離れた都心環状線周辺に，
隔地で駐車施設を確保できるように
なります。

�
既存のコイン
パーキングなど

・駐車台数を少なくできます。
・従業員のエコ通勤の実施などに取り組むことで，
更に附置台数を少なくできます。

広
場

建築面積の増加や誰でも使え
る広場への転用など，敷地や
建物を有効に活用できます！

都⼼環状線周辺からアクセス
しやすい環境づくりとも連携

�

附置義務
対象施設

過度な自動車の流入抑制
にもつながる！

既存のコイン
パーキングなど

新基準により，柔軟に駐車場を確保をすることができます

新基準適⽤前 新基準適⽤後 効 果

新基準
附置義務台数の緩和を活用

新基準
敷地外での附置（隔地）を活用



参考事例２ ︓ 敷地内と隔地で附置義務駐⾞場を確保している場合
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附置義務駐⾞場
（隔地）

既存のコイン
パーキングなど

�

附置義務駐⾞場
（敷地内）
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駐車台数の緩和により隔地で設けている
駐車場が不要になる場合があります。

�

附置義務駐⾞場
（隔地）

既存のコイン
パーキングなど

附置義務駐⾞場
（敷地内）

附置義務
対象施設

借地料などのコストが軽減できます！

既存のコイン
パーキングなど

新基準適⽤前 新基準適⽤後 効 果

新基準
附置義務台数の緩和を活用

�


